
繰入金

地方譲与税及び各種交付金
９億３，３８９万円　５．２％

県支出金
１０億６，７２１万円　６．０％

市債
１２億７，３６９万円　７．１％

市税　２７億２，５７４万円　１５．３％

分担金及び負担金、使用料及び　　
手数料、財産収入、寄附金、繰入金

２２億７，３４１万円　１２．６％

諸収入
５億６３万円　２．８％

地方交付税　５９億１，０９３万円　３３．１％

国庫支出金
２７億６，２１２万円　１５．５％

人件費　２４億７，１４０万円　１４．３％

扶助費
２７億９，１４２万円　１６．２％

公債費
１６億３，８１３万円　９．５％

普通建設事業費
１９億４，３５７万円　１１．３％

災害復旧事業費
　８，９９２万円　０．５％

物件費
３４億１，２１４万円

１９．８％

維持補修費
２億９，３９３万円　１．７％

補助費等
１０億７，４５１万円　６．２％

積立金
１４億５，９７４万円　８．５％

繰出金　１９億２，０２６万円　1１.２％

投資及び出資金、貸付金
１億３，１２７万円　０．８％

自主財源自主財源
３３.１％３３.１％

自主財源
３３.１％

依存財源依存財源
６６．９％６６．９％
依存財源
６６．９％
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し
た
こ
と
に
よ
り
、
昨
年
度
に
引

き
続
い
て
決
算
規
模
は
大
き
く
な

り
ま
し
た
。

　

歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し
引
い
た

形
式
収
支
は
６
億
４
、
１
９
６
万

４
千
円
、
令
和
４
年
度
へ
の
繰
越

事
業
の
財
源
を
差
し
引
い
た
実
質

収
支
は
４
億
２
、
３
３
３
万
４
千

円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

■
決
算
の
概
要

　

令
和
３
年
度
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
接
種
を
着
実

に
推
進
す
る
と
と
も
に
、
感
染
症

対
策
や
市
民
生
活
を
守
り
、
地
域

経
済
を
支
え
る
た
め
の
支
援
策
な

ど
に
重
点
的
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

長
期
化
す
る
コ
ロ
ナ
対
策
と
し
て

国
や
県
に
よ
る
各
種
施
策
を
実
施

■
市
債
残
高
の
状
況

　

一
般
会
計
の
令
和
３
年
度

末
の
市
債
残
高
は
、
１
４
０

億
６
、
９
２
５
万
２
千
円
と

な
り
、
平
成
２８
年
度
か
ら
６

年
連
続
で
減
少
し
て
い
ま
す
。

今
後
、
大
型
事
業
の
実
施
に

あ
た
っ
て
は
、
市
債
現
在
高

に
留
意
し
な
が
ら
、
そ
の
返

済
の
一
部
が
交
付
税
で
措
置

さ
れ
る
過
疎
対
策
事
業
債
や

合
併
特
例
債
な
ど
の
財
政
上

有
利
な
地
方
債
を
活
用
し
、

市
と
し
て
必
要
な
事
業
を
推

進
し
て
い
き
ま
す
。

■
今
後
の
財
政
運
営

　

令
和
３
年
度
は
、
コ
ロ
ナ

令和３年度の主な事業

各会計の決算状況

　にかほ市の貯金にあたる「財政調整
基金」は、突発的な災害により生じた
減収の補てんや緊急を要する経費に備
えるため、また年間の財源の不均衡を
調整するために設置している積立金で
す。
　令和元年度末においては、ガス事業
会計の廃止に伴う貸付金により一時的
に減少しましたが、令和２年度末には、
同貸付金の返還等により残高は回復し、
その後は、ふるさと納税による寄附金
や、新型コロナウイルス感染症対応の
国庫補助金などを有効活用して事業を
推進したことにより、令和３年度末に
は残高は約３２億６，６００万円となりま
した。

にかほ市の借
金にあたる「市
債」は、熱回収
施設等整備事業、
屋内運動施設整
備事業などの大
型公共事業を実
施しながらも、
徐々に減少して
います。

繰越金
４億２，０６３万円　２．４％
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２２．８

３２．６

平成３０年度

令和２年度
令和３年度

令和元年度

財政調整基金（貯金）残高の推移
　　　　　　　　　　　　　　　（年度末）

一般
会計歳入一般

会計歳出

１８．８

１００

１２５

１５０

１７５

１６２

平成２９年度

平成３０年度
令和２年度

令和３年度

令和元年度

一般会計・市債（借金）残高の推移（年度末）
※資本的支出に不足する額は、
　過年度分損益勘定留保資金
　などで補てんしました

　　　　 会計名

一般会計

特別会計

 国民健康保険（事業勘定）

 国民健康保険（施設勘定）

 後期高齢者医療

 公共下水道事業

 農業集落排水事業

歳入総額 ①  

１７８億６，８２５万２千円

２８億９，０３３万９千円

１億４，２１９万９千円

３億４，４３７万４千円

１１億９，３９４万６千円

４億４，９２９万８千円

歳出総額 ②  

１７２億２，６２８万８千円

２８億５，９８７万７千円

１億２，５９０万７千円

３億４，３６４万４千円

１１億６，２２８万４千円

４億４，１４０万８千円

形式収支  　  
③＝①－②   

６億４，１９６万４千円

３，０４６万２千円

１，６２９万２千円

７３万０千円

３，１６６万２千円

７８９万０千円

繰越事業費　 
繰越財源④　 

２億１，８６３万円

０円

０円

０円

８２５万円

０円

実質収支   　　 
③－④  　　

４億２，３３３万４千円

３，０４６万２千円

１，６２９万２千円

７３万０千円

２，３４１万２千円

７８９万０千円

　　　 企業会計

水道事業

　　　　

 収益的収支

 資本的収支

収　入    　　

６億２，８９２万０千円

５，８９２万６千円

支　出  　 　 

５億８，６４９万０千円

２億４，８６０万０千円

　にかほ市議会９月定例会で承認された令和３年度の決算状況をお知らせします。（金額・数値は表示単位で調整）

義務的経費義務的経費
４０．０％４０．０％

義務的経費
４０．０％

投資的経費投資的経費
１１．８％１１．８％

投資的経費
１１．８％

その他その他
４８．２％４８．２％

その他
４８．２％

１．快適に暮らせるまち
　　障がい福祉サービス事業・・・5億5,292万円
　　廃止石油坑井封鎖事業・・・3,768万円
　　高機能消防指令センター等更新事業・・・1億4,679万円
　　凍上災害道路復旧事業・・・8,635万円
２．子育てしやすいまち
　　放課後児童健全育成事業・・・4,285万円
　　病児保育事業・・・1,622万円
　　地域子育て支援拠点事業・・・1,734万円
　　子どものための教育・保育給付事業・・・8億4,026万円
　　福祉医療費助成事業（市単独分）・・・4,812万円
３．高齢者が元気なまち
　　高齢者等声かけ見守り巡回事業・・・322万円
　　家族介護援助金支給事業・・・757万円
　　地域支援事業・・・2,191万円
４．若者に魅力のあるまち
　　若者支援住宅整備事業・・・8,641万円
　　移住・定住促進事業・・・2,346万円
　　子ども伴奏プロジェクトPR事業・・・2,013万円

５．人と文化が豊かなまち
　　図書情報システム整備事業・・・2,090万円
　　運動・スポーツ習慣化促進事業・・・279万円
　　獅子ヶ鼻湿原緊急調査事業・・・691万円
６．稼ぐ力が強いまち
　　稲作農家営農継続支援事業・・・1,582万円
　　象潟前川地区ほ場整備事業・・・2,181万円
　　漁港浚渫事業・・・1,201万円
　　県民誘客支援事業・・・1,198万円
　　AR観光コンテンツ創出事業・・・2,300万円
　　ワーケーションフィールド構築事業・・・1,899万円
７．市民と行政が協働でつながるまち
　　若者100人会議事業・・・235万円
　　ふるさと納税（特産品PR事業）・・・6億2,343万円
８．新型コロナウイルス感染症対策事業
　　子育て世帯生活支援特別給付金給付事業・・・1,908万円
　　子育て世帯等臨時特別支援事業・・・2億9,712万円
　　灯油購入費等助成事業・・・1,990万円
　　新型コロナウイルスワクチン接種事業・・・２億９２６万円
　　抗菌・抗ウイルス施工事業・・・1,245万円
　　大学生等生活支援事業・・・2,302万円

禍
に
お
け
る
国
の
経
済
対
策

に
よ
り
普
通
交
付
税
が
増
額

さ
れ
た
ほ
か
、
ふ
る
さ
と
納

税
・
特
産
品
Ｐ
Ｒ
事
業
に
積

極
的
に
取
り
組
ん
だ
結
果
、

寄
附
金
が
大
き
く
増
加
し
ま

し
た
。
し
か
し
、
中
長
期
的

に
は
、
人
口
減
少
に
よ
る
税

収
減
は
避
け
ら
れ
な
い
た
め
、

財
政
運
営
は
徐
々
に
厳
し
く

な
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

引
き
続
き
、
歳
入
確
保
と
歳

出
抑
制
に
取
り
組
む
と
と
も

に
、
効
率
的
か
つ
効
果
的
な

行
財
政
運
営
を
行
い
な
が
ら
、

健
全
財
政
の
維
持
・
強
化
に

努
め
ま
す
。

問　財政課☎４３-７５１2

（単位：億円）

１５１
１４５ １４４ １４１

　財政状況が良好かどうかを示す指標に、健全化判断比率（４指標）と資金不足比率があります。
　国が示す判断基準により、市の財政が「健全」、「早期健全化（要注意）」、「財政再生（破たん）」のいずれの状態にあ
るか、また、各会計の経営状態について判断することができます。

健全化判断比率…①実質赤字比率…財政規模に対する一般会計等の実質赤字額の割合 ②連結実質赤字比率…財政規模に対する全会計の実質赤字額等の割合

　　　　　　　　③実質公債費比率…財政規模に対する借金返済額等の割合 ④将来負担比率…財政規模に対する将来負担すべき実質的な負債（市債など）の割合

資金不足比率…公営企業会計（水道事業、公共下水道事業、農業集落排水事業）ごとの事業規模に対する資金不足額の割合

にかほ市の財政状況

     令和３年度健全化判断比率

 実質赤字比率

 連結実質赤字比率

 実質公債費比率

 将来負担比率

－％ 

－％ 

８．２％ 

５２．２％ 

早期健全化基準 

１３．４５％ 

１８．４５％ 

２５．００％ 

３５０．００％ 

　　　令和３年度資金不足比率

 水道事業会計

 公共下水道事業特別会計

 農業集落排水事業特別会計

－％

－％

－％

事業の規模　　

４８５，９４４千円 

２２５，８１２千円 

７８，８８４千円 

経営健全化基準

各会計　　
２０．０％　　

※どの会計においても資金不足は生じないため、比率は、「-」と表示されます。

（単位：億円）

２８．３


